
ふくい採用力強化補助金交付要領 
 

（通則） 

第１条 ふくい採用力強化補助金（以下「補助金」という。）の交付については、福井県

補助金等交付規則（昭和４６年福井県規則第２０号）（以下「交付規則」という。）なら

びに福井県労働政策課所管補助金等交付要綱（以下、「交付要綱」という。）およびこの

交付要領で定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 本事業は、人材採用にかかる課題を抱えている県内中小企業に対し、企業の課

題解決に資する独自の取組みを支援することにより、企業の採用力強化を図ることを

目的とする。 

 

（用語の定義） 

第３条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）採用力強化支援企業…県が実施するふくい採用力向上支援事業において、公募のう

え認定された企業であり、県が派遣する採用コンサルタントの伴走支援を受ける企業

を指す。 

 

（補助対象者） 

第４条 補助対象者は、次の各号のすべてを満たすものとする。 

（１）福井県内に本社機能を有する事業者であること。 

（２）中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）に規定される中小企業者もしくは小

規模企業者、従業員数等を考慮し、中小企業者もしくは小規模企業者に準ずると認め

られるその他の事業者または、知事が特別の事情を認める事業者であること。 

（３）以下のいずれかの要件を満たしていること。 

    ・「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイトから宣言の登録を行い、登録企業

リストに掲載されていること。 

    ・福井県労働政策課の募集する「社員ファースト企業宣言」において、「賃金の引

き上げ」を含む取組みの宣言の登録を行っていること。 

    ・福井県女性活躍課が募集する「ふくい女性活躍推進企業」に登録されているこ

と。もしくは、「ふくい女性活躍推進企業」の登録申請中であり、かつ、実績報

告時までに「ふくい女性活躍推進企業」に登録されていること。 

（４）宗教団体や政治活動を主たる目的とする法人もしくは暴力団または暴力団員の統制

下である法人でないこと。 

（５）福井県物品購入等の契約に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停止期間中に該

当しないこと。 

（６）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立て、会

社再生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てまたは破

産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てが行われていな

いこと。 



（７）県税の全税目に滞納がないこと。 

（８）労働関係法規等の法令に違反していないこと。 

（９）国または地方公共団体の各種助成金等において、過去３年以内に不正受給（偽りそ

の他不正の行為により、本来受けることのできない助成金の交付を受け、または受け

ようとすること。）をした事業主でないこと。 

（10）補助金の支給対象となる事業について、同一年度内に国または他の地方公共団体等

が所管する同様の目的の補助金等を受給しておらず、かつ受給する見込みがないこと。 

(11) 県により採用力強化支援企業として認定された事業者であること。 

 

（補助対象事業） 

第５条 対象となる事業は、交付決定の日以降に実施されるもので、採用力強化支援企業

がふくい採用力向上支援事業による伴走支援を受けて実施する、採用力の強化に資する

独自の取組みとする。 

 

（補助対象経費等） 

第６条 補助金の対象経費、補助率、限度額および対象期間は別表に定めるとおりとする。 

２ 補助対象経費は採用力の強化に資する独自の取組みに要する経費で、補助対象期間内

に実施し、支払が終了しているものを対象とする。 

３ 補助対象事業の内容やその効果は、県が公表する。 

 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする事業者は、補助金交付申請書（様式第１号）に、

次の各号に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

（１）申請者概要 

（２）事業実施計画書 

（３）収支予算書 

（４）対象経費の参考見積書等の写し（あれば） 

（５）申請日から２か月以内に発行された福井県の県税の全税目に滞納がないことを証明

する納税証明書等（県税事務所が発行する納税証明書または県税の納税状況確認に関

する同意書） 

（６）申請日から２か月以内に発行された地方消費税の納税証明書（その３の３またはそ

の３の２） 

（７）誓約書 

（８）振込先口座を確認できる書類（金融機関名、本支店名、店番号、口座の種類、口座

番号、口座名義（カナ）が確認できるもの。通帳、小切手帳の写しなど） 

（９）その他知事が特に必要と認める書類 

 

（交付時期） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者は、前条に定める申請書を、知事が別に定める

期日までに知事に提出しなければならない。 

 

 



（交付決定） 

第９条 知事は、第７条の規定により補助金の交付申請があったときは、補助金の交付の

適否を決定し、その旨を交付決定通知書により申請者に通知する。 

 

（内容変更の承認）  

第１０条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業

の内容または経費の配分を変更するときは、あらかじめ交付変更承認申請書（様式第２

号）を知事に提出し、承認を受けなければならない。ただし、次に定める軽微な変更に

ついては この限りではない。 

（１）補助事業経費の総額２０パーセント未満の金額の変更 

（２）補助の目的に影響を及ぼさない範囲での補助事業内容の変更 

 

（事業の中止） 

第１１条 補助事業者は、補助事業を中止しようとするときは、あらかじめ事業中止承

認申請書（様式第３号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了した日から起算して１か月を経過した日または

令和９年４月１０日のいずれか早い日までに、補助事業実績報告書（様式第４号）に次

に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

（１）事業実施報告書 

（２）収支決算書 

（３）補助対象経費の支払いを確認できる書類（領収書等） 

（４）成果物を確認できる書類（写真、チラシ、パンフレット制作の場合、制作物の写

し、ホームページやシステム等の場合は画面の写し等） 

（５）研修を受講したことを確認できる書類（研修受講の場合のみ） 

（６）その他知事が特に必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第１３条 知事は、前条の規定により実績報告書の提出があったときは、その内容を審査

し、適正と認められるときは、補助金の額を確定して補助事業者に通知する。 

 

（補助金の交付） 

第１４条 知事は、前条の規定により補助金の額を確定した後に補助金を交付するものと

する。  

 

（補助金の交付請求） 

第１５条 第１３条の規定により補助金の額の確定通知を受けた補助事業者は、補助金の

交付を受けようとするときは、すみやかに補助金交付請求書（様式第５号）を知事に提

出しなければならない。 

２ 知事は請求書の受理後３０日以内に補助金を支払うものとする。 



 

（補助金の概算払） 

第１６条 知事は、第１４条の規定にかかわらず、補助事業の実施上必要と認めるとき

は、補助金の一部または全部を概算払することができる。 

２ 補助事業者は、概算払の交付を受けようとするときは、補助金概算払請求書（様式第 

６号）を知事に提出しなければならない。 

３ 知事は請求書の受理後３０日以内に補助金を支払うものとする。 

 

（補助金の返還等） 

第１７条 知事は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付

決定の全部または一部を取り消すことができる。 

（１）虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けようとし、または受けたことが明 

らかになったとき。 

（２）この要領の規定または補助金交付決定の内容に違反したとき。 

（３）前２号に掲げるもののほか、知事が補助金の交付を不適当と認めるとき。 

２ 知事は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、すでに補助金が交付されて

いるときは、期限を定めて補助事業者にその返還を命ずるものとする。 

３ 補助事業者は、前項の規定により補助金の返還を求められたときは、当該補助金の交

付日から知事が定める納付日までの日数に応じ、交付規則第１８条で定める割合で計算

した加算金を県に納付しなければならない。 

 

（補助金の経理） 

第１８条 補助対象事業者は、この補助金に係る経理についての収入および支出の事実を

明確にした帳簿および証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日

の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（財産保管の義務および処分の制限） 

第１９条 補助事業により取得し、または効用の増加した財産の処分制限期間については、

「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間厚生労働省告示第

３８４号」を準用する。 

２ 補助事業により取得し、または効用の増加した財産の処分承認基準については、「厚生

労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について（能発第０４１７００１号）」およ

び「厚生労働省所管労働保険特別会計補助金等に係る財産処分について（雇児発第０４

１７００２号、基発第０４１７００３号）」の別添「厚生労働省所管一般会計補助金等に

係る財産処分承認基準」を準用する。 

 

（調査等の実施） 

第１９条 知事は、補助金の交付に関し必要と認めるときは、補助金の交付を受けた者に

対し、関係書類の提出または実地調査その他の調査等を行うことができる。 

２ 補助金の交付を受けた者は、前項に定める調査等に協力しなければならない。 

 

 



（その他） 

第２０条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は別に定める。 

 

附則 この要領は、令和６年８月１３日から施行する。 

附則 この要領は、令和７年５月１２日から施行する。 

附則 この要領は、令和８年４月９日から施行する。 

  



〇別表 

対象経費※１ 補助率・ 

補助限度額 

補助期間 

採用力の強化に資する独自の取組みに要する経費 

・採用にかかるパンフレット、チラシ、各種資料等の作成費 

・自社発信のデジタル採用に向けた媒体の制作・改修費（ホームペ

ージ、ＳＮＳ、ＰＲ動画等） 

・企業説明会等の実施にかかる経費（参加費、ブース装飾品の作製

費、会場使用料、および備品等資材の購入・借入にかかる経費） 

・ウェブ活用型合同企業説明会への出展料 

・ウェブ活用型合同企業説明会への参加に必要な機材のリース・レ

ンタル料 

・ウェブ面接および説明会を実施するための環境整備にかかる経費

（システム利用にかかる基本契約料、管理料等） 

・採用担当者等が受講する採用力強化に資する研修に要する経費 

・その他、知事が必要と認める経費 

 

※１ 採用活動に直接用いない費用（一般的な企業ＰＲのための経

費、自社ロゴやユニフォームのデザイン製作費など）は対象外と

する。また、販促物（ノベルティ）等、学生・求職者等へ個別配

付するものは対象外とする。 

１／３ 

・ 

６０万円 

交付決定の日

から令和９年

３月３１日ま

でとする。 

（注１）小数点以下の端数は切り捨てる。 

（注２）経費区分ごとに補助率を乗じて得た額の合計額に千円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てる。 

（注３）補助対象経費には、①補助対象経費の支出に係る振込手数料などの間接的な経費、②消費税お

よび地方消費税は含まないものとする。 

（注４）国外で現地通貨の現金で支払った場合、原則、実績報告書提出月の前月末時点での為替レート

に基づき日本円で算出すること。 

（注５）補助対象経費となる基準を満たしていても、証拠書類がない等の理由により補助対象経費とし

て認められない場合があるので十分注意すること。 

（注６）補助対象経費は、本事業以外の事業に係る経費と明確に区分できるものする。 

（注７）国および地方自治体ならびにこれらに準ずる団体等から補助対象経費を同じくする他補助金の

交付が行われている、または交付が見込まれる場合は、その経費を補助対象経費から除くもの

とする。 

（注８）補助対象経費等に疑義が生じた場合は、労働政策課に事前に協議し、了承を得ること。 

 


